
公立大学法人長岡造形大学職員退職手当規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公立大学法人長岡造形大学職員勤務規程（以下「職員勤務規程」とい

う。）第２５条の規定に基づき、同規程第２条に規定する職員（以下「職員」という。）

の退職手当に関する事項を定めることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規程による退職手当は、職員が退職し、又は解雇された場合に、その者（死亡

による退職の場合には、その遺族）に支給する。 

 

（退職手当支払の原則） 

第３条 この規程に基づく退職手当は、現金で、直接職員にその全額を支払わなければなら

ない。 

２ 退職手当は、前項の規定にかかわらず、職員の申し出により、口座振替の方法により支

払うことができる 

３ 次条及び第１１条の規定による退職手当（以下「一般の退職手当」という。）及び第１

４条の規定による退職手当は、職員が退職した日から起算して１月以内に支払わなけれ

ばならない。ただし、死亡により退職した者に対する退職手当の支給を受けるべき者を確

知することができない場合その他特別の事情がある場合は、この限りでない。 

 

（一般の退職手当） 

第４条 退職した者に対する退職手当の額は、第５条から第８条の規定により計算した退

職手当の基本額に、第１０条の規定により計算した退職手当の調整額を加えて得た額と

する。 

 

 （自己の都合による退職の場合の退職手当の基本額） 

第５条 次条から第８条までの規定に該当する場合を除くほか、その者の都合により退職

した者に対する退職手当の基本額は、退職の日におけるその者の給料の月額（職員が退職

の日において休職、停職、減給その他の理由によりその給料の一部又は全部を支給されて

いない場合においては、これらの理由がないと仮定した場合においてその者が受けるべ

き給料の月額とする。以下「給料月額」という。）に、その者の勤続期間に応じて別表第

１に定める支給率を乗じて得た額とする。 

 

 （業務外の傷病による退職の場合の退職手当の基本額） 

第６条 次条又は第８条の規定に該当する場合を除くほか、業務外の傷病（地方公務員等共



済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第８４条第２項に規定する障害等級に該当する程

度の障害の状態にある傷病とする。次条第３号並びに第８条において同じ。）により退職

した者に対する退職手当の基本額は、退職の日におけるその者の給料月額（以下「退職日

給料月額」という。）に、その者の勤続期間に応じて別表第２に定める支給率を乗じて得

た額とする。 

 

 （定年退職等の場合の退職手当の基本額） 

第７条 次条の規定に該当する場合を除くほか、次の各号に掲げる者に対する退職手当の

基本額は、退職日給料月額に、その者の勤続期間に応じて別表第３に定める支給率を乗じ

て得た額とする。 

（１） 職員勤務規程第１５条第２号の規定により退職した者 

（２） 死亡（業務上の死亡を除く。）により退職した者 

（３） 通勤（地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項及び第３

項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による傷病により退職した者 

（４） 勤続期間２０年以上、かつ職員勤務規程第１７条第１項及び第２項に定める退職日

までの年数が５年以内で退職した者 

 

 （業務上の傷病又は死亡による退職等の場合の退職手当の基本額） 

第８条 業務上の傷病又は死亡により退職した者に対する退職手当の基本額は、退職日給

料月額に、その者の勤続期間に応じて別表第４に定める支給率を乗じて得た額とする。 

 

（業務又は通勤によることの認定の基準） 

第９条 理事長は、退職の理由となった傷病又は死亡が業務上のもの又は通勤によるもの

であるかどうかを認定するに当たっては、地方公務員災害補償法の規定により職員の業

務上の災害又は通勤による災害に対する補償を実施する場合における認定の基準に準拠

しなければならない。 

 

 （退職手当の調整額） 

第１０条 退職した者に対する退職手当の調整額は、その者の職員としての引き続いた在

職期間の初日の属する月から末日の属する月までの各月（職員勤務規程第１２条の規定

による休職（業務上の疾病による休職及び通勤による疾病による休職を除く。）、職員勤

務規程第５３条の規定による停職その他これらに準じる理由により、現実に職務に従事

することを要しない期間のある月（現実に職務に従事することを要する日のあった月を

除く。以下「休職月等」という。）のうち第４項で定めるものを除く。）ごとに当該各月

にその者が属していた次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号に定める額（以下

「調整月額」という。）のうちその額が最も多いものから順次その順位を付し、その第１



順位から第６０順位までの調整月額（当該各月の月数が６０月に満たない場合には、当該

各月の調整月額）を合計した額とする。 

（１） 第１号区分 ５４,１５０円 

（２） 第２号区分 ４３,３５０円 

（３） 第３号区分 ３２,５００円 

（４） 第４号区分 ２７,１００円 

（５） 第５号区分 ２１,７００円 

（６） 第６号区分 ０ 

２ 第１項各号に掲げる職員の区分は、職の職制上の段階、職務の級、階級その他職員の職

務の複雑、困難及び責任の度合に関する事項を考慮して、別表第５のとおり定める。 

３ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整額は、第１項の規定にかかわらず、当該各

号に定める額とする。 

（１） 退職した者のうち自己都合退職者（傷病又は死亡によらずその者の都合により退職

した者をいう。以下この項において同じ。）以外のものでその勤続期間が５年以上２

４年以下のもの 第１項第１号から第４号まで又は第６号に掲げる職員の区分にあ

っては当該各号に定める額、同項第５号に掲げる職員の区分にあっては０として、同

項の規定を適用して計算した額 

（２） 退職した者のうち自己都合退職者以外のものでその勤続期間が１年以上４年以下

のもの 前号の規定を適用して計算した額の２分の１に相当する額 

（３） 退職した者のうち自己都合退職者以外のものでその勤続期間が０のもの ０ 

（４） 自己都合退職者でその勤続期間が１０年以上２４年以下のもの 第１号の規定を

適用して計算した額の２分の１に相当する額 

（５） 自己都合退職者でその勤続期間が９年以下のもの ０ 

４ 第１項に規定する第４項で定める休職月等は、次の各号に掲げる休職月等の区分に応

じ、当該各号に定める休職月等とする。 

（１） 公立大学法人長岡造形大学職員育児休業規程第３条の規定による育児休業により

現実に職務をとることを要しない期間（当該育児休業に係る子が１歳に達した日の

属する月までの期間に限る。）のあった休職月等 退職した者が属していた第１項各

号に掲げる職員の区分（以下「職員の区分」という。）が同一の休職月等がある休職

月等にあっては職員の区分が同一の休職月等ごとにそれぞれその最初の休職月等か

ら順次に数えてその月数の３分の１に相当する数（当該相当する数に１未満の端数

があるときは、これを切り上げた数）になるまでにある休職月等、退職した者が属し

ていた職員の区分が同一の休職月等がない休職月等にあっては当該休職月等 

（２） 現実に職務をとることを要しない期間のあった休職月等（前号に規定する現実に職

務をとることを要しない期間のあった休職月等を除く。） 退職した者が属していた

職員の区分が同一の休職月等がある休職月等にあっては職員の区分が同一の休職月



等ごとにそれぞれその最初の休職月等から順次に数えてその月数の２分の１に相当

する数（当該相当する数に１未満の端数があるときは、これを切り上げた数）になる

までにある休職月等、退職した者が属していた職員の区分が同一の休職月等がない

休職月等にあっては当該休職月等 

 

（一般の退職手当の額に係る特例） 

第１１条 第８条に規定する者で次の各号に掲げる者に該当するものに対する退職手当の

額が退職の日におけるその者の基本給月額に当該各号に定める割合を乗じて得た額に満

たないときは、第４条、第８条及び前条の規定にかかわらず、その乗じて得た額をその者

の退職手当の額とする。 

（１） 勤続期間１年末満の者 １００分の２７０ 

（２） 勤続期間１年以上２年末満の者 １００分の３６０ 

（３） 勤続期間２年以上３年未満の者 １００分の４５０ 

（４） 勤続期間３年以上の者 １００分の５４０ 

２ 前項の「基本給月額」とは、給料及び扶養手当の月額の合計額とする。 

 

（勤続期間の計算） 

第１２条 退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算は、職員としての引き続いた在職

期間による。 

２ 前項の規定による在職期間の計算は、職員となった日の属する月から退職した日の属

する月までの月数による。 

３ 前２項の規定による在職期間のうちに休職月等が１以上あったときは、その月数の２

分の１に相当する月数を前２項の規定により計算した在職期間から除算する。 

４ 前３項の規定により計算した在職期間に１年未満の端数がある場合には、その端数は、

切り捨てる。ただし、その在職期間が６月以上１年未満の場合には、これを１年とする。 

５ 前項の規定は、前条の規定により退職手当の額を計算する場合における勤続期間の計

算については、適用しない。 

 

 （退職手当の支給制限） 

第１３条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職をした者に対

し、一般の退職手当を支給しない。 

（１） 職員勤務規程第５３条第１項第４号の規定による懲戒解雇の処分を受けた者 

（２） 職員勤務規程第１９条第２項第２号の規定による解雇の処分を受けた者 

 

（予告を受けない退職者の退職手当） 

第１４条 職員の退職が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２０条及び第２１条の規



定に該当する場合におけるこれらの規定による給付は、一般の退職手当に含まれるもの

とする。ただし、一般の退職手当の額がこれらの規定による給付の額に満たないときは、

一般の退職手当のほか、その差額に相当する金額を退職手当として支給する。 

 

 （起訴中に退職した場合等の退職手当の取扱い） 

第１５条 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定め

られているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式

手続によるものを除く。次項及び次条第２項において同じ。）をされた場合において、そ

の判決の確定前に退職したときは、一般の退職手当等（一般の退職手当及び前条の規定に

よる退職手当をいう。以下同じ。）は支給しない。ただし、禁錮以上の刑に処せられなか

ったときは、この限りでない。 

２ 前項の規定は、退職をした者に対しまだ一般の退職手当等の額が支払われていない場

合において、その者が在職期間（その退職手当の支給の基礎となる期間をいう。次条及び

第１７条において同じ。）中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされたときについて準用

する。 

 

 （退職手当の支給の一時差止め） 

第１６条 理事長は、退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手当等の額が支

払われていない場合において、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その

者が逮捕されたとき、又はその者から聴取した事項若しくは調査により判明した事実に

基づきその者に犯罪があると思料するに至ったときであって、その者に対し一般の退職

手当等の額を支給することが業務に対する信頼を確保する上で支障を生ずると認めると

きは、一般の退職手当等の額の支給を一時差し止めることができる。 

２ 理事長は、前項の規定による一般の退職手当等の支給を一時差し止める処分（以下「一

時差止処分」という。）について、次の各号のいずれかに該当するに至った場合には、速

やかに当該一時差止処分を取り消さなければならない。ただし、第２号に該当する場合に

おいて、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現

に逮捕されているとき、その他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明らかに反

すると認めるときは、この限りでない。 

（１） 一時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由となった行為に係る刑

事事件につき公訴を提起しない処分があった場合 

（２） 一時差止処分を受けた者が、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴

をされることなく、その者の退職の日から起算して１年を経過した場合 

３ 前項の規定は、理事長が、一時差止処分後に判明した事実又は生じた事情に基づき、一

般の退職手当等の支給を差し止める必要がなくなったとして当該一時差止処分を取り消

すことを妨げるものではない。 



 

（退職手当の返納） 

第１７条 退職をした者に対し一般の退職手当等の支給をした後において、その者が在職

期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられたときは、理事長は、その支

給をした一般の退職手当等の全額を返納させることができる。 

 

（遺族の範囲及び順位） 

第１８条 第２条に規定する遺族は、次の各号に掲げる者とする。 

（１） 配偶者（届出をしないが、職員の死亡当時事実上婚姻関係と同様の事情にあった者

を含む。） 

（２） 子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で、職員の死亡当時主としてその収入によって

生計を維持していたもの 

（３） 前号に掲げる者のほか、職員の死亡当時主としてその収入によって生計を維持して

いた親族 

（４） 子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で、第２号に該当しないもの 

２ 前項に掲げる者が退職手当を受ける順位は、同項各号の順位により、第２号及び第４号

に掲げる者のうちにあっては、同号に掲げる順位による。この場合において、父母につい

ては、養父母を先にし実父母を後にし、祖父母については、養父母の父母を先にし実父母

の父母を後にし、父母の養父母を先にし父母の実父母を後にする。 

３ 退職手当の支給を受けるべき遺族に同順位の者が２人以上ある場合には、その人数に

よって等分して支給する。 

４ 次に掲げる者は、退職手当の支給を受けることができる遺族としない。 

（１） 職員を故意に死亡させた者 

（２） 職員の死亡前に、当該職員の死亡によって退職手当の支給を受けることができる先

順位又は同順位の遺族となるべき者を故意に死亡させた者 

 

（委任） 

第１９条 この規程の実施に関して必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

 附 則 

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 施行日に学校法人長岡造形大学（以下「学校法人」という。）の職員から引き続き法

人の職員となった者の第１２条第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間の計

算については、その者の学校法人の職員としての引き続いた在職期間の始期から職員と

しての引き続いた期間とみなす。 
３ 学校法人長岡造形大学設立準備委員会（以下「準備委員会」という。）の職員から、引



き続き学校法人の職員となった者で、施行日に引き続き法人の職員となった者の第１２

条第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間の計算については、その者の準備

委員会の職員及び学校法人の職員としての引き続いた在職期間の始期から職員としての

引き続いた在職期間とみなす。 
４ 附則第２項及び第３項に規定する者の退職手当は、学校法人から支給された退職金の

額を控除して支給する。 
 
 附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 
附 則 

この規程は、平成３０年３月１９日から施行し、平成３０年３月１日から適用する。 

 
 附 則 

この規程は、平成３０年９月４日から施行する 

 

附 則 

この規程は、令和２年３月２３日から施行する。 
  



別表第１（第５条関係） 

自己都合の場合の支給率 

勤続期間 支給率  勤続期間 支給率 

年 

１ 

 

０．５０２２ 
 

年 

３１ 

 

３５．７３９９ 

２ １．００４４  ３２ ３６．７４４３ 

３ １．５０６６  ３３ ３７．７４８７ 

４ ２．００８８  ３４ ３８．７５３１ 

５ ２．５１１  ３５ ３９．７５７５ 

６ ３．０１３２  ３６ ４０．７６１９ 

７ ３．５１５４  ３７ ４１．７６６３ 

８ ４．０１７６  ３８ ４２．７７０７ 

９ ４．５１９８  ３９ ４３．７７５１ 

１０ ５．０２２  ４０ ４４．７７９５ 

１１ ７．４３２５６  ４１ ４５．７８３９ 

１２ ８．１６９１２  ４２ ４６．７８８３ 

１３ ８．９０５６８  ４３ ４７．７０９ 

１４ ９．６４２２４  ４４ ４７．７０９ 

１５ １０．３７８８  ４５ ４７．７０９ 

１６ １２．８８１４３    

１７ １４．０８６７１    

１８ １５．２９１９９    

１９ １６．４９７２７    

２０ １９．６６９５    

２１ ２１．３４３５    

２２ ２３．０１７５    

２３ ２４．６９１５    

２４ ２６．３６５５    

２５ ２８．０３９５    

２６ ２９．３７８７    

２７ ３０．７１７９    

２８ ３２．０５７１    

２９ ３３．３９６３    

３０ ３４．７３５５    

 



別表第２（第６条関係） 

業務外の傷病による退職の場合の支給率 

勤続期間 支給率  勤続期間 支給率 

年 

１ 

 

０．８３７ 
 

年 

３１ 

 

３５．７３９９ 

２ １．６７４  ３２ ３６．７４４３ 

３ ２．５１１  ３３ ３７．７４８７ 

４ ３．３４８  ３４ ３８．７５３１ 

５ ４．１８５  ３５ ３９．７５７５ 

６ ５．０２２  ３６ ４０．７６１９ 

７ ５．８５９  ３７ ４１．７６６３ 

８ ６．６９６  ３８ ４２．７７０７ 

９ ７．５３３  ３９ ４３．７７５１ 

１０ ８．３７  ４０ ４４．７７９５ 

１１ ９．２９０７  ４１ ４５．７８３９ 

１２ １０．２１１４  ４２ ４６．７８８３ 

１３ １１．１３２１  ４３ ４７．７０９ 

１４ １２．０５２８  ４４ ４７．７０９ 

１５ １２．９７３５  ４５ ４７．７０９ 

１６ １４．３１２７    

１７ １５．６５１９    

１８ １６．９９１１    

１９ １８．３３０３    

２０ １９．６６９５    

２１ ２１．３４３５    

２２ ２３．０１７５    

２３ ２４．６９１５    

２４ ２６．３６５５    

２５ ２８．０３９５    

２６ ２９．３７８７    

２７ ３０．７１７９    

２８ ３２．０５７１    

２９ ３３．３９６３    

３０ ３４．７３５５    

 



別表第３（第７条関係） 

定年退職等の場合の支給率 

勤続期間 支給率  勤続期間 支給率 

年 

１ 

 

０．８３７ 
 

年 

３１ 

 

４２．３１０３５ 

２ １．６７４  ３２ ４３．８１６９５ 

３ ２．５１１  ３３ ４５．３２３５５ 

４ ３．３４８  ３４ ４６．８３０１５ 

５ ４．１８５  ３５ ４７．７０９ 

６ ５．０２２  ３６ ４７．７０９ 

７ ５．８５９  ３７ ４７．７０９ 

８ ６．６９６  ３８ ４７．７０９ 

９ ７．５３３  ３９ ４７．７０９ 

１０ ８．３７  ４０ ４７．７０９ 

１１ １１．６１３３７５  ４１ ４７．７０９ 

１２ １２．７６４２５  ４２ ４７．７０９ 

１３ １３．９１５１２５  ４３ ４７．７０９ 

１４ １５．０６６  ４４ ４７．７０９ 

１５ １６．２１６８７５  ４５ ４７．７０９ 

１６ １７．８９０８７５    

１７ １９．５６４８７５    

１８ ２１．２３８８７５    

１９ ２２．９１２８７５    

２０ ２４．５８６８７５    

２１ ２６．２６０８７５    

２２ ２７．９３４８７５    

２３ ２９．６０８８７５    

２４ ３１．２８２８７５    

２５ ３３．２７０７５    

２６ ３４．７７７３５    

２７ ３６．２８３９５    

２８ ３７．７９０５５    

２９ ３９．２９７１５    

３０ ４０．８０３７５    

 



別表第４（第８条関係） 

業務上の傷病又は死亡による退職等の場合の支給率 

勤続期間 支給率  勤続期間 支給率 

年 

１ 

 
１．２５５５ 

 
年 

３１ 

 
４２．３１０３５ 

２ ２．５１１  ３２ ４３．８１６９５ 
３ ３．７６６５  ３３ ４５．３２３５５ 
４ ５．０２２  ３４ ４６．８３０１５ 
５ ６．２７７５  ３５ ４７．７０９ 
６ ７．５３３  ３６ ４７．７０９ 
７ ８．７８８５  ３７ ４７．７０９ 
８ １０．０４４  ３８ ４７．７０９ 
９ １１．２９９５  ３９ ４７．７０９ 

１０ １２．５５５  ４０ ４７．７０９ 
１１ １３．９３６０５  ４１ ４７．７０９ 
１２ １５．３１７１  ４２ ４７．７０９ 
１３ １６．６９８１５  ４３ ４７．７０９ 
１４ １８．０７９２  ４４ ４７．７０９ 
１５ １９．４６０２５  ４５ ４７．７０９ 
１６ ２０．８４１３    

１７ ２２．２２２３５    

１８ ２３．６０３４    

１９ ２４．９８４４５    

２０ ２６．３６５５    

２１ ２７．７４６５５    

２２ ２９．１２７６    

２３ ３０．５０８６５    

２４ ３１．８８９７    

２５ ３３．２７０７５    

２６ ３４．７７７３５    

２７ ３６．２８３９５    

２８ ３７．７９０５５    

２９ ３９．２９７１５    

３０ ４０．８０３７５    

  



別表第５（第１０条関係） 

区分 教員の職務 事務職員の職務 

第１号  事務局長 

第２号 教授 事務局次長、参事 

第３号 准教授 課長、主幹、室長 

第４号 助教 係長、主査 

第５号 助手 主任 

第６号  主事 

 

 

 

 

 

 


